
○名称：乙川ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄｴﾘｱ
○面積：157ha ○人口：7,800人

「ｽﾏｰﾄｼﾃｨ実現で増幅するエリアの引力」事業の概要（岡崎市） １
■ 事業のセールスポイント

「スマートシティ実現」が「まちなかウォーカブル推進」と「都市再生」の引力・道標となる。
地方再生モデル都市として行う公共投資（ソフト・ハード）に連動したスマート技術の着実な実装と進化
民間投資と連動してスマートシティ実現に資するソリューションの導入促進

運営体制

都市の課題 解決方法

KPI（目標）

項目 KPI
シェアリングモビリティ年間利用回数
（2019年度19,000回）

3,000回
増加

民間再開発検討件数 累計３件

遊休不動産活用件数 累計30件
人流データとエリアマーケティングソフトの
連携を見据えた実験の増加

２件

対象区域の概要

岡崎ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ推進協議会 まちづくりデザイン会議

・技術/製品
・事業ノウハウ 等

事業者

・融資/出資
・モニタリング 等

金融機関

・最新研究
・アドバイス 等

有識者

岡崎市

都市再生推進法人

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・専門家

事業者

課題に対する技術提案
データ管理

まちづくり課題・目標設定
データ活用

技術実装・実証を通じてまちの引力向上

まちづくり進捗で公共投資が概成

達成年度はいずれも2025年

• ３D－LiDARで群衆事故防止や密防止
• AIｼﾐｭﾚｰｼｮﾝで災害被害予測
•駐車場満空情報発信
•渋滞状況ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報発信
• AIｶﾒﾗ人流情報発信で民間投資誘導
• ｴﾈﾏﾈ低炭素電源供給
• ｳｫｰｶﾌﾞﾙ.補完のｸﾞﾘｰﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨ

コロナ禍で出足の鈍い
人流回復・民間投資の活発化

スマート技術や蓄積データの活用

誘導促進
の引力

誘導方向性
の道標

快適・安全・集客ﾃﾞｰﾀ ｽﾏｰﾄ・低炭素・高質・高効率

引力 道標



「スマートシティ実現で増幅するエリアの引力」事業実行計画 ２
センシング技術等で人流をはじめとする各種データを取得・利活用し、まちの安全性能・快適性能・環境性能を高め、
まちなかウォーカブル推進により都市再生を加速させる。そのために、人流分析カメラ、３D-LiDAR、GPS（個人デバイ
ス・シェアサイクル）、水位計、次世代モビリティなどの技術を、2025年までにエリア内各所で実証・実装する。
人流情報がさらなる人流を呼び、またこれにより民間の投資がさらなる投資を呼び込む持続可能な好循環を志向

ｳｫｰｶﾌﾞﾙｴﾘｱ 公共投資箇所

＜都市環境予測＞

都市の快適指数予測を再開発
の建物配置検討等に活用

＜データを来街者・居住者と共有＞

まちのデータを共有し、商業ｴﾘｱへの誘導、ｴﾘｱ
の安全情報・交通情報・密回避の情報を発信

＜浸水災害対策＞

外水、内水の水位把握と予
測を、住民・来街者へ提供

＜ﾅｲﾄﾀｲﾑｴｺﾉﾐｰ ｺﾝﾃﾝﾂ＞
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸｼｮﾝﾏｯﾋﾟﾝｸ・AR・VRﾞ等をﾅｲﾄﾀｲﾑｴ
ｺﾉﾐｰｺﾝﾃﾝﾂとして活用

データサイエンスオートメーション型AIによる複合的なデータ分析

蓄積 予測

＜駐車場満空情報＞

本エリアへのアクセス向上
と渋滞対策に活用

＜シェアリングモビリティ＞

ｳｫｰｶﾌﾞﾙを補完する電動ｼｪ
ｱﾘﾝｸﾞﾓﾋﾞﾘﾃｨを活用

＜ウォーキングアプリ＞

健康行動へ誘導するウォ
ーキングアプリを活用

＜人流分析カメラ 兼防犯カメラ＞

歩いて楽しめるｺﾝﾃﾝﾂ誘導に都市
再生推進法人等が分析結果を活用

活用技術例：人流動線把握技術
Data取得機器：３DーLiDAR

活用技術例：屋外通行人属性把握技術
Data取得機器：人流分析カメラ

＜排出CO2の削減＞
低炭素まちづくりを通じて、ウォーカブルに
関連する多側面の課題を解決



実証実験の概要：新たな時代の流れを力に変えて ｽﾏｰﾄｼﾃｨの深化・浸透 ３
ｽﾏｰﾄｻｰﾋﾞｽ×ﾃﾞｰﾀ活用＝低炭素＋α：まちなか公共空間の民間活用が活発化する対象地区において
、ﾛｹｰｼｮﾝ種別ごとでｴﾈﾙｷﾞｰ需給の最適化をきっかけに、多面的課題を解決する実証実験

実証実験の内容 実証実験で得られた成果・知見

ﾛｹｰｼｮﾝ
エネルギー 多側面

課題解決

デ
ー
タ
解
析
で
深
化
・
実
装
へ

ｻｰﾋﾞｽ（需要） 供給

電源なし ﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞﾓﾋﾞﾘﾃｨ 可動ｶｰﾎﾟｰﾄ発電
ｲﾍﾞﾝﾄ運営の
・低炭素化
・省力化

電源あり(低圧) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸｼｮﾝﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ EV
電力不足時の
・低炭素化
・電力増強

電源あり(高圧) 回遊支援ﾓﾋﾞﾘﾃｨ 電源切替・ﾎﾟｰﾄ充電 ﾓﾋﾞﾘﾃｨ運営の
・低炭素化
・効率化
・ﾕｰｻﾞｰ協力

運営課題のﾊﾞｯﾃ
ﾘｰ交換省力化

＋
低炭素電源供給

充電ﾎﾟｰﾄへ返却
でｸｰﾎﾟﾝ発行に
より利用者協力
（ｺﾝｿ負担）

充電ﾎﾟｰﾄ対応
自転車5台試行

ﾕｰｻﾞｰ協力
ｸｰﾎﾟﾝ誘導

効果測定
（省力化効果） （低炭素効果）

ﾃﾞｰﾀによる効果解析で、
実装に向けた課題整理

可動ｶｰﾎﾟｰﾄ発電 ﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞﾓﾋﾞﾘﾃｨ

EV（ﾓﾊﾞｲﾙ電源）

モビリティ 人手
速度 km/h 4.0 5.0
運搬量kg/回 200 45
m3/回 0.27 0.11

１回の運搬当たり
3.6人分の省力化
（排出CO2 ゼロ）

付属の蓄電機能により、太陽光だけ
では不足する時間帯も、排出CO２ｾﾞ
ﾛのｴﾈﾙｷﾞｰを各ｻｰﾋﾞｽへ供給

常設電源（低圧）では不足する
照明電源をEV給電で、排出CO
２ｾﾞﾛのｴﾈﾙｷﾞｰを供給

交換用ﾊﾞｯﾃﾘｰ充電
低炭素電源へ切替

従前分48台

ならし
画像

観光協会
充電画像

①従前CO2排出量：13.8 kg/月
②切替CO2排出量：9.9 kg/月
①－②CO2削減量：3.9 kg/月]

ﾁｬｰｼﾞｬｰ対応自転車の充電回数は非対応
自転車の約1/3→省力化効果あり
またｸｰﾎﾟﾝによる返却誘導効果も確認できた

ﾎﾟｰﾄ充電 電源切替

５年以内にこのエリアをCO2排出量を
ゼロにする取り組みを進めていく



今後の取組：低炭素をきっかけとする都市課題解決 ４

今後の取組：スケジュール

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙをきっかけとするｽﾏｰﾄｼﾃｨ実現に向けて、移動・効率性・人流（賑わい）などの視点から課
題を整理した結果、さらなるﾕｰｽｹｰｽ構築により実装が可能な技術が多くを占めた。今後は、ﾕｰｽｹｰｽ
の構築と合わせて、“ｽﾏｰﾄｼﾃｨ×ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ×□□”で着実な実装を進めていく。

実証実験を通じた各ﾃﾞｰﾀ解析による有効性等の検証により明ら
かとなった課題や取組みの方向性

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ導入や渋滞緩和の取り組みにおいて、ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙは
目的を共有する部分が多い。ｽﾏｰﾄｼﾃｨ実現を加速させるため、
この大きな社会的流れを活かしていきたい。

実証実験で得られた課題

可動ｶｰﾎﾟｰﾄは、ｲﾍﾞﾝﾄ等での活用効
果は高いものの都度の設置コストは
割高となる。ﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞﾓﾋﾞﾘﾃｨと組み
合せて活用する場合、発電設備設置
が困難な場所でも、仏などで進む
路面型パネル整備が合理的。

EVﾓﾊﾞｲﾙ電源活用は、その可動性か
ら高い有効性が確認された。実装を
加速させるためには、ﾕｰｽｹｰｽ拡張
が課題。公用車・民間ﾅｲﾄﾏｰｹｯﾄ
（月２回定期開催）貸出・ｼｪｱﾘﾝｸﾞなど
の用途と合わせて実装加速

ﾎﾟｰﾄ充電については、ｸｰﾎﾟﾝ発行なし
でもﾕｰｻﾞｰ協力の範囲で運営者充電
回数の減少効果が得られることが
分かった。さらなるﾕｰｻﾞｰ協力を得る
周知と合わせ、導入台数を増加させ
ていく。

2022 2023 2024

路面型
太陽光発電
ﾊﾟﾈﾙ

ﾊﾟｰｿﾅﾙ
ｸﾞﾘｰﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨ

EV公用車
70台導入

ｻｲｸﾙｼｪｱ
ﾎﾟｰﾄ充電

渋滞緩和

仮設・実証

歩道実装

実装

公園等限定空間 実装

渋滞対策
連携実証

ﾅｲﾄﾏｰｹｯﾄ・ｼｪｱﾘﾝｸﾞ 実装

実装

ﾘｱﾙﾀｲﾑ
渋滞緩和
実証

実装


